2013.9.8　障害者・患者９条の会「身近な暮らしから憲法についてみんなで語ろう！」

憲法が保障するものは国民の人権でなければならない
障害者の生活と権利を守る全国連絡協議会（障全協）　家平　悟

（１）憲法 第２５条（生存権等）の形骸化

○自民党草案２５条の変更がないように見えるが、全体で見る必要性
すべての国民は、健康で文化的な最低限度の生活を営む権利を有する。

②　国は、すべての生活部面について、社会福祉、社会保障及び公衆衛生の向上及び増進に努めなければならない。

■国民生活のあらゆる側面において　へ変更　→　より幅を狭め、限定するのでは？
・さらに、２５条に二～四を追加

　とくに三に、国外緊急事態に国民保護を明記　→　この意図は何か？
○貧困の克服が平和に結びつく思想　⇒　２５条の生存権に直結
自民党改憲案　＝　平和的生存権を
「家族や社会全体が互いに助け合って国家を形成する」と明記
国の社会保障の責任を否定し、国民の自助・公序を説く「憲法」に
（２）自民党「大改悪憲法草案」のめざす国は何か
～現在推し進められている社会保障を崩壊させる制度改革と連動する
○前文に「活力のある経済活動を通じて国を成長させる」＝経済成長の努力規定を盛り込む
経済化の要求　＝　「骨太方針」と連動

■社会保障の人権保障の否定
○「天賦人権説」否定「人権規定もわが国の歴史、文化、伝統を踏まえたものであることも必要」
●生活保護法の改悪、障害者施策を含め、無理な就労支援策の強化。保険の徹底
■公的責任の全面否定
○「公共の福祉」を「公の秩序」に置き換え　法律の範囲内でのみの人権が保障
「福祉」削除は、経済的弱者の保護のために、大企業の活動を制約する国の役割の否定
●買う福祉のさらなる強化、徹底　→　保育にも現金給付、契約制度導入。
■自立支援法・総合支援法等、法律の枠内でよいのか？
○家族規定「２４条１項に家族の規定を新設
「家族は、社会の自然かつ基礎的な単位として、尊重される。家族は、互いに助け合わなければならない。」と規定。（世界人権宣言16条3項も参考と自民党は主張）
●社会保障制度改革推進法の基本的な考え方「国民の自立は家族と国民の助け合い」

（３）障害者分野だからこそ言えること、運動の到達点を活かす必要性
○必要な支援を受けることは権利。障害の責任は個人や家族の責任ではなく社会全体で
○基本合意・骨格提言の完全実現のめざす意味「基本的人権の保障」
